
 

 

〇生活困窮者自立支援法（抄） 

 

平成２５年１２月１３日  

法  律  第 １ ０ ５ 号  

 

第３章 生活困窮者就労訓練事業の認定 

第１６条 雇用による就業を継続して行うことが困難な生活困窮者に対し、就労の機会を提供する

とともに、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の厚生労働省令で定め

る便宜を供与する事業（以下この条において「生活困窮者就労訓練事業」という。）を行う者は、

厚生労働省令で定めるところにより、当該生活困窮者就労訓練事業が生活困窮者の就労に必

要な知識及び能力の向上のための基準として厚生労働省令で定める基準に適合していることにつ

き、都道府県知事の認定を受けることができる。 

２ 都道府県知事は、生活困窮者就労訓練事業が前項の基準に適合していると認めるときは、同

項の認定をするものとする。 

３ 都道府県知事は、第１項の認定に係る生活困窮者就労訓練事業（次項及び第２１条第２

項において「認定生活困窮者就労訓練事業」という。）が第１項の基準に適合しないものとなった

と認めるときは、同項の認定を取り消すことができる。 

４ 国及び地方公共団体は、認定生活困窮者就労訓練事業を行う者の受注の機会の増大を図る

ように努めるものとする。 

 

（大都市等の特例） 

第２５条 この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるものは、地方自治

法第２５２条の１９第１項の指定都市（以下この条において「指定都市」という。）及び同法

第２５２条の２２第１項の中核市（以下この条において「中核市」という。）においては、政令

の定めるところにより、指定都市又は中核市が処理するものとする。この場合においては、この法律

中都道府県に関する規定は、指定都市又は中核市に関する規定として指定都市又は中核市に

適用があるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

〇生活困窮者自立支援法施行規則（抄） 

 

平 成 ２７年 ２月 ４日  

厚生労働省令第１６号  

 

（法第１６条第１項に規定する厚生労働省令で定める基準） 

第２１条 法第１６条第１項の厚生労働省令で定める基準は、次の各号に掲げる事項について、

当該各号に定めるとおりとする。 

１ 生活困窮者就労訓練事業を行う者 次のいずれにも該当する者であること。 

イ 法人格を有すること。 

ロ 生活困窮者就労訓練事業を健全に遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有す

ること。 

ハ 生活困窮者自立相談支援事業を行う者のあっせんに応じ生活困窮者を受け入れること。 

ニ 生活困窮者就労訓練事業の実施状況に関する情報の公開について必要な措置を講じるこ

と。 

ホ 次のいずれにも該当しない者であること。 

(1) 法その他の社会福祉に関する法律又は労働基準に関する法律の規定により、罰金以

上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五

年を経過しない者 

(2) 法第１６条第３項の規定により同条第１項の認定の取消しを受け、当該取消しの日

から起算して５年を経過しない者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員若しくは暴力団員でなくなった日から５年を経過しない

者（以下この号において「暴力団員等」という。）がその事業活動を支配する者又は暴力

団員等をその業務に従事させ、若しくは当該業務の補助者として使用するおそれのある者 

(4) 破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）第４条第１項に規定する暴力

主義的破壊活動を行った者 

(5) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）第２条第１項に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊

営業に該当する事業を行う者 

(6) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開

始の申立てが行われている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１

条第１項の規定に基づく再生手続開始の申立てが行われている者 

(7) 破産者で復権を得ない者 

(8) 役員のうちに(1)から(7)までのいずれかに該当する者がある者 

(9) (1)から(8)までに掲げる者のほか、その行った生活困窮者就労訓練事業（過去５年



 

 

以内に行ったものに限る。）に関して不適切な行為をしたことがある又は関係法令の規

定に反した等の理由により生活困窮者就労訓練事業を行わせることが不適切であると

認められる者 

２ 就労等の支援 生活困窮者就労訓練事業を利用する生活困窮者に対し、就労の機会を提供

するとともに、就労等の支援のため、次に掲げる措置を講じること。 

イ ロに掲げる生活困窮者就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する

措置に係る責任者を配置すること。 

ロ 生活困窮者就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する措置として、

次に掲げるものを行うこと。 

(1) 生活困窮者就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する計画

を策定すること。 

(2) 生活困窮者就労訓練事業を利用する生活困窮者の就労等の状況を把握し、必要な相

談、指導及び助言を行うこと。 

(3) 生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の関係者と連絡調整を行うこと。   

(4) (1)から(3)までに掲げるもののほか、生活困窮者就労訓練事業を利用する生活困窮者に

対する就労等の支援について必要な措置を講じること。 

３ 安全衛生 生活困窮者就労訓練事業を利用する生活困窮者（労働基準法（昭和２２年

法律第４９号）第９条に規定する労働者を除く。）の安全衛生その他の作業条件について、労

働基準法及び労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）の規定に準ずる取扱いをするこ

と。 

４ 災害補償 生活困窮者就労訓練事業の利用に係る災害（労働基準法第九条に規定する労

働者に係るものを除く。）が発生した場合の補償のために、必要な措置を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


